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民間建築物のアスベスト対策の取組状況について 

（アスベスト対策ワーキンググループにおけるこれまでの検討等） 

 

平成 17 年 12 月にとりまとめられた建議「建築物における今後のアスベスト対

策について」、平成 19 年 12 月の総務省勧告「アスベスト対策に関する調査結果

に基づく勧告」及び平成 28 年５月の総務省勧告「アスベスト対策に関する行政

評価・監視－飛散・ばく露防止対策を中心として－結果に基づく勧告」への対応

について、ＷＧで必要な検討等を行ってきた。 
 
①建議（「建築物における今後のアスベスト対策について」（H17.12））において講ずべき

とされた具体的な施策と対応状況 
講ずべきとされた施策 

（抜粋） 
実施済の施策・ＷＧでの検討結果等 

（１）建築基準法による規制 

〇アスベスト繊維を飛散させるおそれ

がないものを除き、全てのアスベス

ト含有建材の使用の禁止 

建築基準法改正により、吹付けアスベスト等の

使用等を禁止（平成 18 年 10 月 1 日から施行）。 

〇露出して使用されている吹付けアス

ベスト等について、飛散防止対策が

行われるよう、勧告、命令等を行う

制度の整備 
〇勧告・命令ガイドラインの整備 日本建築行政会議安全安心部会の協力を得

て、「既存不適格建築物に係る是正命令制度に

関するガイドライン」を作成し、著しく衛生

上有害であると認められる場合の是正命令の

考え方として、吹付け石綿等に対する措置に

ついて記載（平成 27 年 5 月）。 
⇒参考資料 3（P.8） 

〇地方公共団体からの相談体制整備 （一財）日本建築センターにおいて「アスベ

スト相談回答マニュアル」を作成し、地方公

共団体等に配布（平成 18 年 12 月）。 
〇定期報告制度の対象となる建築物の

範囲の拡大 
改正法の施行通知により、特定行政庁に対し

て対象の見直しの検討を要請（平成 18 年 10
月）。 
建築基準法改正により、国が政令に３階建て

以上の特殊建築物等について定期報告対象と

して位置付け（平成 28 年 6 月１日施行）。 
⇒参考資料 3（P.7） 

（２）吹付アスベスト等の使用実態の把握の推進 

〇現在の概要調査の継続と一定のとり

まとめの実施 
年２回（平成 26 年度より年１回・春季）建築

物防災週間に合わせてフォローアップし結果

を公表（平成 17 年以降） 
〇吹付けアスベスト等が使用されてい

る部分等の詳細な状況の調査の実施 
「建築物石綿含有建材調査者講習登録規程」に

必要な検討や、「建築物石綿含有建材調査マニ

ュアル（案）」の作成などの環境整備を進める

とともに、以下を実施すべきと整理した。 

第４回（H20.9）及び第７回（H26.12）アスベスト

対策部会における資料を今回（H31.3）加筆 資料２ 
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・建物の所有者等に対し、調査を実施した場合

に当該調査結果を建築物の解体時等※に活

用できることを周知することにより、国の補

助制度を活用して早期に調査を実施するイ

ンセンティブを与え、調査を促進。 
※大気汚染防止法及び石綿障害予防規則で、

それぞれ建物の所有者及び事業者に対

し、建築物の解体時等に、アスベストの使

用状況等に関する事前調査を行うことが

義務付けられている。 
平成 28 年度予算より、社会資本整備総合交付

金の住宅・建築アスベスト改修事業における交

付要件として、建築物石綿含有建材調査者を位

置づけ。⇒参考資料 3（P.5） 
平成 25 年度に創設した建築物石綿含有建材調

査者講習登録制度について、厚生労働省及び環

境省との共管とし、建築物の通常の使用状態だ

けでなく、解体・改修工事を行う際の事前調査

等についても講習の対象とするよう見直し（平

成 30 年 10 月 23 日から施行）。⇒資料 1（P.13） 
〇空調経路等に露出し飛散の可能性が

ある建築物の実態の調査の実施 
国土交通省が平成 21 年度から平成 25 年度に

かけて実施した飛散性調査の結果を整理する

とともに、必要な対策について検討した。 
〇小規模建築物における吹付けアスベ

スト等の使用状況調査の実施 
今後効率的な調査方法等を検討予定 
「建築物石綿含有建材調査者講習登録規程」に

必要な検討や、「建築物石綿含有建材調査マニ

ュアル（案）」の作成などの環境整備を進める

とともに、以下を実施すべきと整理した。 
・調査の促進状況については継続的にフォロ

ーし、取組を検証。 
第８回アスベスト対策部会（平成 29 年 5 月）

の提言を踏まえ、不特定多数の者が利用する建

築物など優先的に把握すべき小規模建築物に

ついて、調査台帳の整備及び実態調査・除去等

の対策の推進について特定行政庁に対して依

頼（平成 29 年 6 月 22 日通知）。⇒参考資料 4-
1 

〇囲い込み等を措置した吹付けアスベ

ストの定期調査報告制度等における

調査・把握 

建築基準法施行規則改正により、報告事項に

「石綿を添加した建築材料の調査状況」欄を追

加（平成 19 年 4 月 1 日から施行）。 
〇公共建築物における吹付けアスベス

ト等の調査結果の公表、計画的な除去 
国家機関の建築物等について、平成 17 年度及

び 20 年度に調査を実施し、結果の公表及び各

省各庁への指導を実施（平成 21 年度以降毎年

実施）。 
（３）吹付けアスベスト等以外のアスベスト含有建材の調査研究の実施 
〇吹付けアスベスト等以外のアスベス

ト含有建材の飛散性、含有量等に関す

る情報収集、室内空気中のアスベスト

の繊維の濃度の実態調査の実施 

吹付けバーミキュライトについては平成 18 年

度に調査を実施、引き続き検討。 
国土交通省が平成 21 年度から平成 25 年度に

かけて実施した飛散性調査の結果を整理する
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〇アスベスト繊維を飛散させるおそれ

があることが明らかになった建材の

使用実態の把握と飛散防止対策の家

の検討 

とともに、必要な対策について検討した。その

結果、調査された範囲において、吹付けバーミ

キュライト及び吹付けパーライトについて、有

意な飛散は確認されなかった。 
（４）建築物の解体時の飛散防止対策の徹底 
〇労働安全衛生法、大気汚染防止法等の

法令遵守の徹底 
建設関係団体に対し「建設工事を実施する上で

の石綿の取扱について」通知（平成 17 年 7 月）。 
（５）室内空気中のアスベスト繊維濃度の指標の整備 
〇室内空気質の目安としての暫定的な

指標の検討 
建築物の通常の使用状態において飛散するお

それのあるものについては、すでに建築基準法

により規制対象となっており、さらに平成 21
年度から平成 25 年度にかけて実施した飛散性

調査の結果を踏まえると、建築基準法の規制対

象外であるものについては有意な飛散は確認

されなかった。さらに既存建築物における吹付

けアスベストについては、室内での飛散そのも

のを防ぐため、国の補助制度により除去を強力

に推進している。⇒参考資料 3（P.5） 
（６）住宅性能表示制度の整備 
〇既存住宅の室内空気中のアスベスト

繊維濃度の測定結果や吹付けアスベ

スト等の使用状況を表示する仕組み

の整備 

日本住宅性能表示基準（告示）改正により、既

存住宅に係る表示すべき事項に「石綿含有建材

の有無等」、「室内空気中の石綿の粉じんの濃度

等」を追加（平成 18 年 10 月 1 日施行）。 
（７）アスベスト含有建材の除去等への支援 
〇適切な除去等の対策を行うための支

援制度の整備 
アスベスト改修型優良建築物等整備事業を創

設（平成 17 年度以降・現在は社会資本整備総

合交付金による住宅・建築物アスベスト改修事

業）。 
（８）相談体制の整備 
〇「アスベスト相談マニュアル」を作成

し、全国の地方公共団体、保健所等に

配布するなど相談体制の整備・充実 

（一財）日本建築センターにおいて「アスベス

ト相談回答マニュアル」を作成し、地方公共団

体等に配布（平成 18 年 12 月）。【（１）の再掲】 
〇相談に対応する職員等に対し、十分な

研修の実施 
「建築物石綿含有建材調査マニュアル（案）」

を作成し、この中で、アスベスト使用実態調査

の必要性、台帳の整備方法、調査・台帳整備・

除去に対する国の支援制度、地方公共団体の取

組事例、石綿に関する基礎知識等を整理した。

これをもとに、国土交通省は、平成 26～27 年

度に、全国で講習会を開催。 
（９）台帳の整備等 
〇今後の適切な維持管理、除去、解体時

の対応等の状況を把握できるような

台帳の整備の促進 

「建築物石綿含有建材調査マニュアル（案）」

を作成し、この中で、アスベスト使用実態調査

の必要性、台帳の整備方法、調査・台帳整備・

除去に対する国の支援制度、地方公共団体の取

組事例、石綿に関する基礎知識等を整理した。

これをもとに、国土交通省は、平成 26～27 年

度に、全国で講習会を開催。【（８）の再掲】 
第８回アスベスト対策部会（平成 29 年 5 月）

の提言を踏まえ、不特定多数の者が利用する建
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築物など優先的に把握すべき小規模建築物に

ついて、調査台帳の整備及び実態調査・除去等

の対策の推進について特定行政庁に対して依

頼（平成 29 年 6 月 22 日通知）。【（２）の再掲】 
（１０）専門家・事業者の育成 
〇建築士等に対するアスベストの調査

方法、除去方法等に関する講習会等の

実施 
 
 
 
 

（一財）日本建築センターにおいて技術指針を

改定し、指針についての講習会を実施（平成 18
年度改訂、平成 30 年度再改訂）。 
平成 25 年度に建築物石綿含有建材調査者講習

登録制度を創設し、建築物の通常の使用状態に

おける調査を適切に行うことができる専門家

を育成。 
さらに、同講習制度について、厚生労働省及び

環境省との共管とし、建築物の通常の使用状態

だけでなく、解体・改修工事を行う際の事前調

査等についても講習の対象とするよう見直し

（平成 30 年 10 月 23 日から施行）。【（２）の

再掲】 
〇住宅生産者に対する法令導守の徹底 （一社）住宅生産団体連合会においてガイドブ

ックの作成・配布や調査報告の公表、事業者向

けのセミナー等を実施（平成 17 年度以降順次

改訂）。 
（１１）技術開発の推進 
〇アスベスト含有建材を簡易に判別でき

る方法、室内空気中のアスベスト繊維

濃度を簡易に測定する方法、適切かつ

安価にアスベストを除去する方法等の

技術開発の推進、優れた技術の普及 

住宅・建築関連先導技術開発助成事業により民

間の技術開発を支援（平成 26 年度以降は住宅・

建築物技術高度化事業）。 
※アスベスト除去等関連での補助実績 2 件 

（１２）建築物の所有者等に対する普及啓発の実施 
〇パンフレットの作成、広報等を通じた

所有者等への普及啓発 
パンフレット「建築物のアスベスト対策」を作

成し、地方公共団体、関係団体に配布。 
建物所有者・管理者との繋がりが深い業界団体

と連携した研修会の実施によるアスベスト対

策の普及啓発を促進するため、地方公共団体向

けの講師養成講習を開催（平成 29 年度）。 
⇒資料 1（P.5） 

〇所有者等が吹付けアスベスト等の有

無や劣化状況の簡単なチェックを行

い専門家に相談する契機となるよう

なパンフレット等の整備 

建築物の所有者等が自ら吹付けアスベスト等

の有無や劣化状況をチェックすることとした

場合、所有者等が石綿にばく露するおそれが想

定されることから、自らチェックするのではな

く、調査等に係る支援制度の情報も含めアスベ

スト対策の必要性を分かりやすく説明し、調査

者に相談等するきっかけとなるパンフレット

として整備すべきであると整理した。 
これを踏まえ、国土交通省では、平成 26 年度、

建築物の所有者等向けのパンフレットを作成。 
さらに平成 28 年度にはより多くの所有者に情

報が行き渡るようにするため、簡略版のリーフ

レットを作成。⇒参考資料 3（P.15-16） 
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（１３）アスベスト含有建材に関する情報収集及び提供 
〇建材メーカーが過去に製造したアス

ベスト含有建材の種類、名称、製造時

期等の情報開示及び建築士・施工者へ

の周知 

石綿（アスベスト）含有建材データベースを整

備し公表（平成 18 年 12 月以降順次更新）。 

（１４）地震発生後の飛散防止対策の実施 
〇建築物の耐震化の促進 改正耐震改修促進法に基づく計画的な取組を

推進（平成 18 年、平成 25 年）。 
〇応急危険度判定において、地震により

被害を受けた建築物におけるアスベ

ストの飛散危険性の判定を併せて実

施することの検討 

（一財）日本建築防災協会において「応急危険

度判定にあたってのアスベスト対応マニュア

ル」を作成（平成 18 年 3 月）。 

 ※第７回部会（平成 26 年 12 月）までに実施された施策についても青字で追記している。 
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②総務省勧告（「アスベスト対策に関する調査結果に基づく勧告」（H19.12）） 
所見 対応状況 

１ 使用実態調査の充実等 
（１）使用実態調査における調査対象範囲の設定状況 

総務省及び国土交通省は、使用実態調査

において調査対象とされていない建築物

及びアスベスト含有吹付け材があったこ

とを踏まえ、アスベスト使用建築物の実態

把握を充実させることとし、次の措置を講

ずる必要がある。 

 

 

① 国土交通省は、床面積 1,000 ㎡未満の

民間建築物及び平成2年以降に施工さ

れた民間建築物について、的確かつ効

率的な把握方法を検討すること。 

〇 都 道 府 県 建 築 行 政 担 当 者 会 議

（H19.12.19 開催）で説明。 
〇「建築物石綿含有建材調査者講習登録規

程」に必要な検討を行い、的確に調査を

実施する調査者の育成環境を整備する

とともに、「建築物石綿含有建材調査マ

ニュアル（案）」を作成し、調査対象の

優先順位の考え方など効率的な調査方

法を示した。 
〇第８回アスベスト対策部会（平成 29 年

5 月）の提言を踏まえ、不特定多数の者

が利用する建築物など優先的に把握す

べき小規模建築物について、調査台帳の

整備及び実態調査・除去等の対策の推進

について特定行政庁に対して依頼。（平

成 29 年 6 月 22 日通知）。【①（２）の

再掲】 

 

② 国土交通省は、吹付けバーミキュライ

ト及び吹付けパーライトの飛散性に

関する研究を推進すること。また、総

務省及び国土交通省は、その結果を踏

まえ、飛散させるおそれがあることが

明らかとなった場合は、相互に連携し

て、それらの使用状況の的確かつ効率

的な把握方法を検討すること。 

〇平成 20 年度予算を活用し、把握方法の

検討及び飛散性の研究を実施。 
〇国土交通省が平成 21 年度から平成 25
年度にかけて実施した飛散性調査の結

果を検証し、実態把握を行った。その結

果、調査された範囲において、吹付けバ

ーミキュライト及び吹付けパーライト

について、有意な飛散は確認されなかっ

た。 
（２）使用実態調査における調査対象建築物の選定状況 

国土交通省は、使用実態調査において調

査対象建築物の選定が適切に行われてい

ない状況があったことを踏まえ、アスベス

ト使用建築物の実態把握を充実させるこ

ととし、次の措置を講ずる必要がある。 

 

 

① 都道府県等が把握すべき特殊法人等

の建築物の対象範囲を明示すること。

また、分譲集合住宅を含めた民間建築

物の把握の手がかり等を都道府県等

に具体的に情報提供するなど、都道府

県等に対する支援に努めること。 

〇 都 道 府 県 建 築 行 政 担 当 者 会 議

（H19.12.19 開催）で、 
① 対象把握についての具体的な情報

提供 
② 的確な把握がされていない事例に

ついての注意喚起 
③ 長期間未使用の建築物についての ② 民間建築物調査において、その用途・
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種類を限定したことにより対象とな

る建築物が的確に把握されなかった

具体的事例について、都道府県等に注

意を喚起すること。 

対応に係る情報提供 
を実施。 

 
〇特定行政庁（都道府県等）に対し、上記

についての技術的助言を H19.12.28 に

通知（①については H20.6.10 に事務連

絡により補足）。 
 

③ 民間建築物調査において、施工時期等

からみてアスベストが使用されてい

る可能性が高い長期間未使用となっ

ている民間建築物についても的確に

把握している具体的事例について、都

道府県等に情報提供するなど、都道府

県等に対する支援に努めること。 
（３）使用実態調査におけるアスベスト使用の確認状況 

総務省、文部科学省、厚生労働省及び国

土交通省は、使用実態調査においてアスベ

スト使用の有無が的確に把握されていな

い状況があったことを踏まえ、アスベスト

使用建築物の実態把握を充実させること

とし、次の措置を講ずる必要がある。 

 

 
① アスベスト使用の有無についての確認

を所有者等に徹底させるよう都道府県

等に助言すること。 

〇 都 道 府 県 建 築 行 政 担 当 者 会 議

（H19.12.19 開催）で、都道府県や市町

村の広報紙の活用等による周知徹底に

ついて指示。 
〇特定行政庁（都道府県等）に対し、上記

についての技術的助言を H19.12.28 に

通知。 
 

② アスベストが使用されている可能性が

あるエレベータの昇降路等の建築設備

があることを引き続き都道府県等に情

報提供するなど、相互に連携して、都

道府県等への支援に努めること。 
２ ばく露防止対策等の適切な実施 
（１）ばく露防止対策の実施状況 
  国土交通省は、設計図書、使用実態調査

等により吹付けアスベスト等の使用が判

明したもの及び今後把握されたものにつ

いて、所有者等において、その状態等に応

じた適切な除去等の措置が速やかに行わ

れるよう、次の措置を講ずる必要がある。 

 

 

① 除去等の措置の必要性を判断するに

は、アスベスト粉じん濃度の測定結果

のみではなく、劣化状態、使用頻度等

を勘案して、総合的に判断することが

必要であることを都道府県等を通じて

建築物の所有者等に周知すること。 
また、建築物室内のアスベスト濃度

に関する調査を引き続き実施するこ

と。 

〇 都 道 府 県 建 築 行 政 担 当 者 会 議

（H19.12.19 開催）で、所有者等に対し

濃度測定のみならず総合的な診断が必

要である旨周知するよう指示。 
〇特定行政庁（都道府県等）に対し、上記

についての技術的助言を H19.12.28 に

通知。 
〇国土交通省が平成 21 年度から平成 25
年度にかけて実施した飛散性調査の結

果を検証し、実態把握を行った。 

 

② アスベスト改修型優良建築物等整備事

業に係る補助制度の都道府県及び市町

村における創設状況を引き続き把握

し、アスベスト除去等の促進に効果を

挙げている例を収集し、都道府県等に

〇 都 道 府 県 建 築 行 政 担 当 者 会 議

（H19.12.28 開催）で、自治体に事業創

設を働きかけ。 
〇特定行政庁（都道府県等）に対し、上記

についての技術的助言を H19.12.28 に
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対して情報提供するなどにより、同制

度の創設を都道府県等に働きかけるこ

と。 

通知。 
〇アスベスト改修型優良建築物等整備事

業の補助対象の明確化及び補助金交付

申請手続き合理化を実施。 
〇パンフレットを作成（H20.4.25 公表）

し助成制度等を周知。 
〇特定行政庁へのアンケートにより効果

を挙げている事例を収集し、H20.6.10
に事務連絡により送付。 

〇平成 20 年度以降、建築物防災週間の使

用実態調査結果公表に合わせて、アスベ

スト調査・除去等に係る補助制度の創設

状況について把握・公表を実施。 
⇒参考資料 3（P.9-14） 

〇平成 30 年度予算におけるアスベスト改

修事業の補助期限の延長及び交付要件

の追加の周知に合わせて、都道府県にお

ける制度創設を改めて依頼。 
⇒参考資料 4－2 

（２）吹付アスベスト等の管理状況 
総務省、厚生労働省及び国土交通省は、

相互に連携して、設計図書、使用実態調査

等により吹付アスベスト等の使用が判明

したもの及び今後把握されたものについ

て、所有者等において、その適切な管理が

図られるよう、次の措置を講ずる必要があ

る。 

 

 

① 総務省及び国土交通省は、定期的観察

の必要性について、都道府県等を通じ

て建築物の所有者等に周知するととも

にその具体的な実施方法を提示するこ

と。 

〇 都 道 府 県 建 築 行 政 担 当 者 会 議

（H19.12.19 開催）で、所有者等に対し

定期的な観察の必要性について周知す

るよう指示。 
〇特定行政庁（都道府県等）に対し、上記

についての技術的助言を H19.12.28 に

通知。 

 

② 厚生労働省及び国土交通省は、使用実

態調査結果等の所有者等における保存

の必要性について、都道府県等を通じ

て建築物の所有者等に周知すること。 

〇 都 道 府 県 建 築 行 政 担 当 者 会 議

（H19.12.19 開催）で、所有者等に対し

調査結果の保存の必要性について周知

するよう指示。 
〇特定行政庁（都道府県等）に対し、上記

についての技術的助言を H19.12.28 に

通知。 
３ 届出情報及び使用実態調査結果の活用 
  厚生労働省及び国土交通省は、アスベス

ト使用建築物のばく露防止措置の徹底を

図る観点から、アスベスト使用建築物に係

る情報を的確に把握するため、次の措置を

講ずる必要がある。 

 

 ① 厚生労働省は、都道府県労働局に対し、

建設リサイクル法に基づくアスベスト
（厚生労働省） 
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使用建築物の解体作業に関する届出情

報の入手を徹底させること。 

 

② 国土交通省は、都道府県等に対し、都

道府県労働局から民間建築物調査の結

果について提供依頼があった場合に

は、その提供について協力するよう改

めて要請すること。 

〇都道府県建築行政担当者会議（H19．
12.19 開催）で、労働局との連携につい

て周知。 
〇特定行政庁（都道府県等）に対し、上記

についての技術的助言を H19.12.28 に

通知。 
４ 廃石綿等の排出事業者に対する立入検査の適切な実施等 
  環境省は、廃石綿等の適正な処理の推進

を図る観点から、次の措置を講ずる必要が

ある。 
 

 

① 廃棄物処理法等の改正によって規制が

強化された事項を盛り込んだ立入検査

表の案を作成し都道府県等に提示する

などにより、都道府県等に対し、実効

性のある立入検査を行うよう要請する

こと。 

（環境省） 

 

② 廃石綿等の排出事業者に対する廃棄物

処理法等の導守事項の周知の徹底につ

いて、都道府県等に対して必要な助言

を行うこと。 

（環境省） 

  ※第７回部会（平成 26 年 12 月）までに実施された施策についても青字で追記している。 
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③総務省勧告（「アスベスト対策に関する行政評価・監視－飛散・ばく露防止対策を中心と

して－結果に基づく勧告」（H28.5）） 
所見 対応状況 

４ 建築物等におけるアスベスト含有建材の使用実態の把握 
（１）アスベスト使用実態調査の適切な実施及び拡充 

国土交通省は、県市に対し、新３種アス

ベストの使用実態の把握を含め、民間建築

物アスベスト使用実態調査を適切に実施

するよう周知徹底するとともに、アスベス

ト含有建材の使用実態がいまだ判明して

いない建築物及び飛散・ばく露のおそれが

判明した建築物については、所有者等の連

絡先を把握し、所有者等に理解を求めるな

ど、適切な対応が講じられるよう、改めて

指導の徹底を図るよう要請すること。 

○総務省調査において明らかとなった、実

態把握調査が適切に行われていない例

や、建築物の所有者に対する指導が適切

に行われていない例を示しつつ、実態調

査の適正化を図るよう求め、さらに、調

査結果の報告のない建築物の所有者等

に対する報告の督促や、吹付けアスベス

トが露出している建築物の所有者等に

対する飛散防止措置の指導の徹底を求

めるよう、特定行政庁に対して依頼。（平

成 28 年 5 月 17 日通知）。 
⇒参考資料 4－3 

（２）アスベスト台帳の整備の促進 

国土交通省はアスベストの飛散・ばく露

防止対策を推進する観点から、県市に対

し、アスベスト台帳の整備の必要性、活用

例及び効率的な整備方法を改めて周知徹

底し、同台帳の整備を促す必要がある。 

○「建築物石綿含有建材調査マニュアル」

を参考にしながら、建築年度や用途など

に応じて優先順位を付けるなど効果的

な方法を通じて、台帳の整備を着実に進

めるよう、特定行政庁に対して依頼。（平

成 28 年 5 月 17 日通知）。 
⇒参考資料 4－3 

 
以上 


